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　　(4) 知事が特に必要と認める書類

　（交付の条件）

第７　補助事業者に補助金を交付する場合は「補助金等による標準様式の設定について（昭和 47 年９月

　　20 日付け局総第 453 号副出納長通達）」第１号様式に定める交付条件のほか、次の条件を付するも

　　のとする。

　　(1) 補助対象事業の内容を変更する場合は、総合振興局長又は振興局長の承認を受けなければな　　

　　　らない。ただし、変更後の補助対象経費の額が、補助金の額を下回らないときは、この限りではない。

　　(2) 補助対象事業の執行を中止し、又は廃止しようとするときは、あらかじめ、総合振興局長又は振

　　　興局長の承認を受けなければならない。ただし、補助対象者の死亡、退学、休学により廃止する

　　　ときは、この限りではない。

　　(3) 補助対象事業が完了したとき（廃止の承認を受けたとき及び補助対象者の死亡、退学、休学　　

　　　により廃止したときを含む。）は、速やかに補助事業等実績報告書を総合振興局長又は振興局長に

　　　提出しなければならない。

　　(4) 補助対象事業に関する帳簿及び書類を備え、これを整理し、かつ、これを事業の完了の日の属す

　　　る年度の翌年度から５年間保管しなければならない。

　（変更の手続）

第８  補助金の変更交付を受けようとする者は、高等学校等進学奨励費補助金変更承認申請書（環生第　

　　５３号様式）に、変更交付が必要なことを証明する書類を添付の上、所轄の総合振興局長又は振興

　　局長に提出しなければならない。

　（補助金の概算払）

第９  補助金の交付の決定を受け、概算払を受けようとする者は、補助金等概算払申請書を所管の総合振

　　興局長又は振興局長に提出しなければならない。

　（事業の完了）

第 10 補助対象者が死亡、退学又は休学（年度内に復学する者を除く。）により修学を中止した場合は、　

　補助事業の完了とみなすものとする。

　（実績報告）

第 11 補助金の交付を受けた者は、補助事業の完了の日若しくは廃止の承認を受けた日から 30 日以内又  

　　は平成 28 年４月６日までのうち、いずれか早い日までに、高等学校等進学奨励事業実績報告書（環 

　　生第５４号様式）に、補助事業の完了を確認できる書類を添付の上、所轄の総合振興局長又は振興

　　局長に提出しなければならない。

　（その他）

第 12  前条までに定めるもののほか、補助金の取扱いに関し必要な事項は別に定める。

附　則

　この要綱は、平成 27 年４月１日から施行する。
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⑨ 平成 27 年度専修学校等進学奨励費補助金交付要綱

　（趣旨）

第１　アイヌの人たちの生活向上に関する推進方策の一環として、アイヌ子弟の専修学校等への進学の

促進を図るため、北海道に居住するアイヌの子弟で専修学校又は各種学校（以下「専修学校等」という。）

に進学し、職業の技術及び知識を修得し、将来、自己の職業等に活用しようとしながら、経済的な理由

により修学が困難な者に対し、予算の範囲内において行う補助金の交付については、北海道補助金等交

付規則（昭和 47 年北海道規則第 34 号。以下「規則」という。）に規定するもののほか、この要綱の定

めるところによる。

　（定義）

第２　この交付要綱において、次の各号に掲げる用語の定義は、当該各号に定めるところによる。

  (1) 「専修学校又は各種学校」とは、学校教育法（昭和 22 年法律第 26 号）第 124 条又は第 134 条に

規定する教育施設であること。

  (2) 「経済的な理由により修学が困難な者」とは、公益財団法人北海道高等学校奨学会が高等学校等奨

学生について定める基準及び独立行政法人日本学生支援機構が専修学校専門課程奨学生について定める

基準に準じて知事が別に定めるところによる。

　（補助対象経費及び補助額）

第３　補助対象経費及び補助額は、次のとおりとする。ただし、補助対象経費が補助額に満たない　場

合は、その額を補助額とする。

　２　生活保護法（昭和 25 年法律第 144 号）による生業扶助（高等学校等就学費）を受給している場合は、

　　当該修学に対し生活保護法で給付される保護費を減額して補助する。

　３　専修学校高等課程に在学する者で、高等学校等就学支援金の支給に関する法律（平成 22 年法律第

　　18 号）の規定に基づき支給される授業料相当額については、その額を補助対象経費から除くものと

　　する。

　（補助対象者）

第４　補助金の交付の対象となる者（以下「補助対象者」という。）は、次に定める全ての条件に該当す

　　る者とする。

　　(1) 修学資金

　　　ア　北海道に居住するアイヌの子弟であること。

　　　イ  専修学校等に在学する者であること。

　　　ウ  専修学校等の修学年限が１年以上であり、別表に掲げる授業科目を履修する者であること。

　　　エ  経済的な理由により修学が困難な者であること。

　　　オ  公益財団法人北海道高等学校奨学会による奨学金、独立行政法人日本学生支援機構法（平成　
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　　　　15 年法律第 94 号）による学資金若しくは母子及び父子並びに寡婦福祉法（昭和 39 年法律第

　　　　129 号）による修学資金の貸与又は高校生等奨学給付金の給付を受けない者であること。

　　　カ  北海道看護職員養成修学資金貸付事業、北海道立看護学院等看護職員課程修学資金貸付事業又

　　　　は北海道社会福祉士及び介護福祉士修学資金貸付事業による貸付金の貸付を受けない者である

　　　　こと。

　　(2) 入学支度金

　　　ア　北海道に居住するアイヌの子弟であること。

　　　イ  平成 27 年度に専修学校等に入学し、かつ在学する者であること。

　　　ウ  専修学校等の修学年限が１年以上であり、別表に掲げる授業科目を履修する者であること。

　　　エ　経済的な理由により修学が困難な者であること。

　（補助の期間）

第５　修学資金の補助を受けることができる期間は、その補助を受ける者の子弟が在学する専修学校等

　　の正規の修業年限以内とする。ただし、知事がやむを得ない理由があると認めるときは、補　助期

　　間を延長することができる。

（申請の手続）

第６　補助金の交付を受けようとする者（補助対象者の親権者、後見人又は扶養者）は、専修学校等進

　　学奨励費補助金交付申請書（環生第５５号様式（昭和 49 年北海道告示第 807 号に定める様式をいう。

　　以下の各環生様式において同じ。））に、次に定める書類を添付の上、所轄の総合振興局長又は振興

　　局長に提出しなければならない。

　　(1) 在学証明書

　　(2) 公益社団法人北海道アイヌ協会定款第 21 条第２項の規定に基づき置かれる理事長若しくは第５

　　　条第１項第１号に定める第１類正会員を代表する者又は市町村長の推薦書（別紙様式）

　　(3) 市区町村長の発行する平成 26 年分の所得の証明書

　　(4) 知事が特に必要と認める書類

　（交付の条件）

第７　補助事業者に補助金を交付する場合は「補助金等による標準様式の設定について（昭和 47 年９月

　　20 日付け局総第 453 号副出納長通達）」第１号様式に定める交付条件のほか、次の条件を付するも

　　のとする。

　　(1) 補助対象事業の内容を変更する場合は、総合振興局長又は振興局長の承認を受けなければならな

　　　い。ただし、変更後の補助対象経費の額が、補助金の額を下回らないときは、この限りではない。

　　(2) 補助対象事業の執行を中止し、又は廃止しようとするときは、あらかじめ、総合振興局長又は振

　　　興局長の承認を受けなければならない。ただし、補助対象者の死亡、退学、休学により廃止する

　　　ときは、この限りではない。

　　(3) 補助対象事業が完了したとき（廃止の承認を受けたとき及び補助対象者の死亡、退学、休学によ

　　　り廃止したときを含む。）は、速やかに補助事業等実績報告書を総合振興局長又は振興局長に提出

　　　しなければならない。

　　(4) 補助対象事業に関する帳簿及び書類を備え、これを整理し、かつ、これを事業の完了の日の属す

　　　る年度の翌年度から５年間保管しなければならない。
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　（変更の手続）

第８　補助金の変更交付を受けようとする者は、専修学校等進学奨励費補助金変更承認申請書（環生第

　　５６号様式）に、変更交付が必要なことを証明する書類を添付の上、所轄の総合振興局長又は振興

　　局長に提出しなければならない。

　（補助金の概算払）

第９　補助金の交付の決定を受け、概算払を受けようとする者は、補助金等概算払申請書を所管の総合

　　振興局長又は振興局長に提出しなければならない。

　（事業の完了）

第 10　補助対象者が死亡、退学又は休学（年度内に復学する者を除く。）により修学を中止した場合は、

　　補助事業の完了とみなすものとする。

　（実績報告）

第 11　補助金の交付を受けた者は、補助事業の完了の日若しくは廃止の承認を受けた日から 30 日以内

　　又は平成 28 年４月６日までのうち、いずれか早い日までに、専修学校等進学奨励事業実績報告書（環

　　生第５７号様式）に、補助事業の完了を確認できる書類を添付の上、所轄の総合振興局長又は振興

　　局長に提出しなければならない。

　（その他）

第 12　前条までに定めるもののほか、補助金の取扱いに関し必要な事項は別に定める。

附　則

　この要綱は、平成 27 年４月１日から施行する。

別表
１　工業関係
　　工業科、造船科、応用化学科、金属加工科、測量科、建築科、製図科、溶接科、電気科、電子科、無線科、通信科、電波科、
　テレビ科、時計科、自動車整備科、船舶・海技科、航空科、工芸科、写真科、印刷工芸科、　電子計算機科、情報処理科、
　テレタイプ・テレックス科等
２　農業関係
　　農業科、園芸科、畜産科、漁業科、水産科等
３　医療関係
　　看護科、准看護師科、助産師科、保健師科、歯科衛生科、歯科技工科、臨床検査科、診療Ｘ線科、理学療法科、作業療法科、
　柔道整復科、あん摩マッサージ指圧科、はり科、きゅう科等
４　衛生関係
　　栄養科、調理科、理容科、美容科等
５　教育・社会福祉関係
　　保育科、社会福祉事業科、介護福祉科、教員養成科等
６　商業実務関係
　　商業科、経理科、簿記科、珠算科、タイプ科、秘書科、速記科、経営科、観光科、ホテル科等
７　家政関係
　　家政科、家庭科、洋裁科、和裁科、帽子科、料理科、編物科、手芸科等
８　文化・教養関係
　　音楽科、美術科、デザイン科、芸能科、舞踊科、バレエ科、外国語科、法律科、武道科、スポーツ科、一般教養科、演劇科、
　映画科、俳優科、書道科、人形科等
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⑩ 平成 27 年度高等学校通学費補助金交付要綱

（趣旨）

第１　アイヌの人たちの生活向上に関する推進方策の一環として、アイヌ子弟の高等学校等への進学の

奨励を図るため、北海道に居住するアイヌの子弟で高等学校又は高等専門学校（以下「高等学校等」と

いう。）に進学し、遠距離通学のため高額な通学費を支出している者に対し、予算の範囲内において行う

補助金の交付については、北海道補助金等交付規則（昭和 47 年北海道規則第 34 号。以下「規則」という。）

に規定するもののほか、この要綱の定めるところによる。

（補助対象経費及び補助額）

第２　補助対象経費及び補助額は、次のとおりとする。

　２　生活保護法（昭和 25 年法律第 144 号）による生業扶助（高等学校等就学費）を受給している場合は、

　　当該修学に対し生活保護法で給付される保護費を減額して補助する。

　（補助対象者）

第３　補助金の交付の対象となる者（以下「補助対象者」という。）は、次に定める全ての条件に該当す

　　る者であること。

　　(1)　北海道に居住するアイヌの子弟であること。

　　(2)　高等学校等に公共交通機関で通学する者であること。

　　(3)　高等学校等進学奨励費による修学資金の給付を受けている者であること。

　

　（申請の手続）

第４　補助金の交付を受けようとする者（補助対象者の親権者、後見人又は扶養者）は、高等学校通学

　　費補助金交付申請書（環生第５８号様式（昭和 49 年北海道告示第 807 号に定める様式をいう。以

　　下の各環生様式において同じ。））に、高等学校通学費補助金内訳書（別紙様式１）及び高等学校通

　　学費補助金通学証明書（別紙様式２）を添付の上、所轄の総合振興局長又は振興局長に提出しなけ

　　ればならない。

（交付の条件）

第５　補助事業者に補助金を交付する場合は「補助金等による標準様式の設定について（昭和 47 年９月

　　20 日付け局総第 453 号副出納長通達）」第１号様式に定める交付条件のほか、次の条件を付するも

　　のとする。

　　(1)　補助対象事業の内容を変更する場合は、総合振興局長又は振興局長の承認を受けなければなら

　　　ない。

　　　ただし、変更後の補助対象経費の額が、補助金の額を下回らないときは、この限りではない。

　　(2)　補助対象事業の執行を中止し、又は廃止しようとするときは、あらかじめ、総合振興局長又　

　　　は振興局長の承認を受けなければならない。ただし、補助対象者の死亡、退学、休学により廃　
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　　　止するときは、この限りではない。

　　(3)　補助対象事業が完了したとき（廃止の承認を受けたとき及び補助対象者の死亡、退学、休学に

　　　より廃止したときを含む。）は、速やかに補助事業等実績報告書を総合振興局長又は振興局長に提

　　　出しなければならない。

　　(4)　補助対象事業に関する帳簿及び書類を備え、これを整理し、かつ、これを事業の完了の日の属

　　　する年度の翌年度から５年間保管しなければならない。

（変更の手続）

第６  補助金の変更交付を受けようとする者は、高等学校通学費補助金変更承認申請書（環生第５９号様

　　式）に、高等学校通学費補助金内訳書、高等学校通学費補助金通学証明書及び住民票を添付の上、　

　　所轄の総合振興局長又は振興局長に提出しなければならない。

（補助金の概算払）

第７  補助金の交付の決定を受け、概算払を受けようとする者は、補助金等概算払申請書を所管の総合振

　　興局長又は振興局長に提出しなければならない。

（事業の完了）

第８　補助対象者が死亡、退学又は休学（年度内に復学する者を除く。）により通学を中止した場合又は

　　住所移転等により１箇月の通学費が１万円未満になった場合は、補助事業の完了とみなすものとす

　　る。

（実績報告）

第９　補助金の交付を受けた者は、補助事業の完了の日若しくは廃止の承認を受けた日から 30 日以内又

　　は平成 28 年４月６日までのうち、いずれか早い日までに、高等学校通学費補助事業実績報告書（環

　　生第６０号様式）に、高等学校通学費補助金内訳書その他補助事業の完了を確認できる書類を添付

　　の上、所轄の総合振興局長又は振興局長に提出しなければならない。

（その他）

第 10　前条までに定めるもののほか、補助金の取扱いに関し必要な事項は別に定める。
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⑪ 北海道アイヌ農林漁業対策事業実施要領

平成 14 年３月 29 日農振第 1318 号農政部長通知

平成 17 年４月 28 日支援第   135 号農政部長通知

平成 18 年３月 31 日支援第 1437 号農政部長通知

平成 19 年 ３月  ６日支援第 1454 号農政部長通知

平成 20 年３月 31 日支援第 1845 号農政部長通知

平成 20 年 10 月３日支援第   739 号農政部長通知

平成 21 年  ４月１日支援第 1462 号農政部長通知

平成 22 年  ４月１日支援第 1299 号農政部長通知

平成 23 年  ４月１日支援第  　54 号農政部長通知

平成 25 年 6 月 10 日経営第    485 号農政部長通知

最終改正 平成 27 年  ４月 ９日経営第     65 号農政部長通知

１　事業の目的

　北海道において、生活環境、就業条件等の安定向上を図ることが必要なアイヌ住民の　居住地区（以

下「アイヌ住民居住地区」という。）における農林漁業は、他の地区に比　し、経営規模が零細で生産性
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が低く農林漁家の所得及び生活水準は低位にある。

　このため、アイヌ住民居住地区においてアイヌ農林漁家（新規就業者を含む。以下同  じ。）の経営の

改善に必要な農林業生産基盤及び農林漁業経営近代化施設等の整備を図   るため、アイヌ農林漁業対策事

業（以下「事業」という。）を実施し、もって当該地区   におけるアイヌ農林漁家の経営の改善と経済的

地位の向上に資するものとする。

２　事業の実施

　(1) 事業実施主体

　　 　本事業の実施主体は、市町村、土地改良区、農業協同組合、森林組合、漁業協同組合及び農林 漁

　　業者等の組織する団体等とする。

　(2) 事業の対象地区

　　　本事業は、アイヌ住民居住地区のうち、アイヌ農林漁家の戸数が原則として３戸以上ある地区（以

　　下「事業対象地区」という。）を対象として実施するものとする。

　(3) 事業の実施基準

　　　本事業の実施基準は、特定地域経営支援対策事業実施要綱（平成 23 年４月１日付け 22 経営第

　　7199 号農林水産事務次官依命通知。以下「特定地域実施要綱」という。）及び特定地域経営支援対

　　策事業実施要領（平成 23 年４月１日付け 22 経営第 7200 号農林水産省経営局長通知。以下「特定

　　地域実施要領」という。）によるものとする。

３　事業計画の樹立及び承認等

　(1) 市町村長は、知事が定めるアイヌ農林漁業対策基本方針（以下「基本方針」という。）に基づき、事

　　　業対象地区内の農林漁家の自主的な意向を尊重して、アイヌ農林漁業対策事業実施計画（特定地

　　域実施要領別記様式第１号。以下「事業計画」という。）を樹立するものとする。

　(2) 事業計画は、次に掲げる事項を定めるものとする。

　　ア　事業対象地区の農林漁業の振興のための基本構想

　　イ  本事業により整備される農林業生産基盤等の受益農林漁家（以下「受益農林漁家」という。）の

　　　経営改善目標（以下「目標」という。）に関する事項

　　ウ　農林業生産基盤の整備に関する事項

　　エ　農林漁業経営近代化施設の整備に関する事項

　　オ　その他農林漁業の振興に関する必要な事項

　(3) (2) のイの目標については、(4) のイの事業計画の承認のあった年度から５年度目を目標年度とする。

　(4) 事業計画の承認

　　ア　市町村長は、事業計画を樹立したときは総合振興局長又は振興局長（以下「総合振興局長等」　

　　　という。）に提出して承認を受けるものとする。

　　イ　総合振興局長等は、アの事業計画が次の要件を満たしていると認め、当該事業計画の承認を行

　　　う場合は、あらかじめ農政部長に協議するものとする。

　( ｱ )  基本方針に即し、事業対象地区における農林漁業経営の健全な育成及びアイヌ

　　　　農林漁家経済の安定的向上を図るものであること。

　( ｲ )  事業対象地区内の農林漁家の総意に基づくものであり、かつ、本事業の内容が技術的、資金的そ

　　  の他の見地から実施可能なものであること。

 　(5) (4) により事業計画の承認を受けた市町村長（以下「計画主体」という。）は、次に掲げる事項について、

　　事業計画を変更する場合には、前項の手続に準じて行うものとする。
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　　ア　成果目標の変更

　　イ　事業実施主体の変更

　　ウ　施設等の新設

４　費用対効果分析

    事業実施主体は、事業の実施に当たり、投資に対する効果が適正か否かを判断し、投  資が過剰となら

ないよう、投資効率等を十分に検討し、整備する施設等の導入効果につ  いて農林水産省経営局長が別に

定める手法を用いて定量的な分析を行うものとする。

５　他の施策との関連

　　本事業は、農業振興地域の整備に関する法律（昭和 44 年法律第 58 号）等による関連諸制度との調

和を図るとともに、農林漁業の振興、就業機会の増大等に関する各種の施策との関連又はその活用に配

慮して推進するものとする。

６　事業の推進

　(1) 農林漁家の意向把握等

　　 市町村長は、事業計画を樹立する場合及び事業実施主体が本事業を実施しようとする場合は、事業

対象地区内の農林漁家の意向を十分に徴するとともに、関係農林漁業団体との密接な連携を保つものと

する。

　(2) 事業の着工

　　ア　事業の着工（機械の発注を含む。）は、原則として、７の (3) に定める補助金の交付決定の通知

　　　を受けて行うものとし、事業実施主体は、本対策に係る事業に着工するときは、速やかにその旨

　　　を着工届（特定地域経営支援対策事業における対象事業事務等の取扱い（平成 23 年４月１日付け

　　　22 経営第 7201 号農林水産省経営局長通知。以下「特定地域事務等の取扱い」という。）別記様式

　　　第１号。）により、総合振興局長等に届け出るものとする。ただし、地域の実情に応じて事業の効

　　　果的な実施を図る上で、緊急かつやむを得ない事情による場合は、補助金の交付決定前に着工す

　　　ることができるものとする。

　　　　なお、この場合にあっては、事業実施主体は、あらかじめ、市町村長又は総合振興局長等の適

　　　正な指導を受けた上で、交付決定前着工届（特定地域事務等の取扱い別記様式第２号）を、総合

　　　振興局長等に提出するものとする。

　　イ　アのただし書きにより補助金の交付決定前に着工する場合については、事業実施主体は、本対

　　　策に係る事業について、事業の内容が的確となり、かつ、補助金の交付が確実となってから、着

　　　工するものとする。

　　　　また、この場合においても、事業実施主体は、補助金の交付決定までのあらゆる損失等は自ら

　　　の責任とすることを了知の上で行うものとする。

　　ウ　総合振興局長等は、アの届出を受理したときは、速やかに農政部長に報告するとともに、アの

　　　ただし書きの場合は、必要性を十分検討の上報告するものとする。

　(3) 流用の禁止

　　 　特定地域経営支援対策事業費補助金交付要綱（平成 23 年４月１日付け 22 経営第 7203 号農林水

　　産事務次官依命通知。以下「特定地域交付要綱」という。）別表の区分間の経費の相互間における流

　　用をしてはならない。
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７　助　成

　 (1) 助成の内容

　　ア　道は、毎年度、予算の範囲内において、３の (4) により事業計画の承認を受けて、自らが事業実

　　　施主体となる市町村又は市町村が当該事業を行う市町村以外の事業実施主体に対し当該事業に要

　　　する経費について補助する場合において、当該市町村に対して当該事業に要する経費又は当該補

　　　助の対象となる経費について、北海道補助金等交付規則（昭和 47 年北海道規則第 34 号。以下「規則」

　　　という。）及び北海道補助金等交付規則の運用について（昭和 47 年４月１日付け局総 303 号副出

　　　納長通知。以下「運用通知」という。）に定めるもののほか、この要領の定めるところにより、当

　　　該市町村に補助金を交付することができるものとする。

　　イ　補助の対象となる経費及び補助率は、次のとおりとする。

　　ウ　事業実施主体（市町村を除く。）は、補助残額について、株式会社日本政策金融公庫法（平成 19

　　　年法律第 57 号）、農業近代化資金融通法（昭和 36 年法律第 202 号）又は漁業近代化資金融通法（昭

　　　和 44 年法律第 52 号）の定めるところにより、株式会社日本政策金融公庫資金、農業近代化資金

　　　又は漁業近代化資金の融通を受けることができるものとする。

　(2) 補助金の交付の申請

　　ア　市町村が規則第３条の規定に基づいて、補助金の交付を受けようとするときは、当該市町村は、

　　　運用通知第３条関係の１の規定に基づき行う告示の定めるところにより、農政第１号様式（昭和

　　　49 年北海道告示第 809 号による告示様式。以下農政様式について同じ。）の補助金等交付申請書に、

　　　次に掲げる関係書類を添えて、総合振興局長等の定める日までに総合振興局長等に提出しなけれ

　　　ばならない。

　　　( ｱ )  補助金等交付申請額算出調書（農政第 14 号様式）

　　　( ｲ )  経費の配分調書（農政第 18 号様式）

　　　( ｳ )  事業予算書（農政第 20 号様式）

　　　( ｴ )  アイヌ農林漁業対策事業計画（実績）書（農政第 62 号様式）
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　　イ　市町村長は、アの補助金等交付申請書を提出するに当たっては、当該補助金に係る仕入れに係

　　　る消費税等相当額（補助対象経費に含まれる消費税及び地方消費税に相当する額のうち、消費税

　　　法（昭和 63 年法律第 108 号）に規定する仕入れに係る消 費税額として控除できる部分の金額と

　　　当該金額に地方税法（昭和 25 年法律第 226 号）に規定する地方消費税率を乗じて得た金額との合

　　　計額に補助率を乗じて得た金額をいう。以下同じ。）があり、かつ、その金額が明らかな場合には、

　　　これを減額して申請しなければならない。ただし、申請時において当該補助金に係る仕入れに係

　　　る消費税等相当額が明らかでない場合は、この限りでない。

　　ウ　市町村長は、アの申請をするときには、各事業主体に係る納税対応状況について、別記第１号

　　　様式の納税対応状況申出書を提出し、総合振興局長等はこれを確認するものとする。ただし、事

　　　業実施主体が市町村であり、かつ、一般会計予算で事業を      実施する場合には提出を要しない。

　　エ　総合振興局長等は、アの補助金等交付申請書を受理したときは、速やかにその写しを農政部長

　　　に提出しなければならない。

　(3) 補助金の交付の決定

　　ア　総合振興局長等は、(2) の補助金等交付申請書を受理したときは、その内容を審査し補助金を交

　　　付すべきものと認めたときは、規則第４条の規定に基づき、次に掲げる条件を付して、速やかに

　　　当該市町村に補助金の交付の決定を行うものとする。

　　 ( ｱ )  補助金等に係る予算の執行の適性化に関する法律（昭和 30 年法律第 179 号）、同法施行令（昭

　　　 和 30 年政令第 255 号）農林畜水産業関係補助金等交付規則（昭和 31 年農林省令第 18 号）等の 

　　　 法令、特定地域実施要綱、特定地域実施要領、特定地域交付要綱、特定地域事務等の取扱い、及

　　　 び北海道アイヌ農林漁業対策事業実施要領（平成 14 年３月 29 日付け農振第 1318 号北海道農政

　　　 部長通知。以下「事業実施要領」という。）の定めるところに従わなければならない。

　　 ( ｲ )  次に掲げる補助対象経費の配分を変更するときは、総合振興局長等の承認を受けなければなら  

　　　 ない。

　　　　ａ  事業費と附帯事務費の経費の相互間の流用

　　　　ｂ  事業費のうち、農林業生産基盤整備事業費、農林漁業経営近代化施設整備事業費及び特認事

　　　　　業費の経費の相互間の流用

　　( ｳ )  次に掲げる補助事業の内容を変更しようとするときは、あらかじめ、総合振興局長等の承認を

　　　 受けなければならない。

　　　　ａ  事業実施主体の変更

　　　　ｂ  事業種目の新設又は廃止

　　　　ｃ  事業種目に係る施行箇所又は設置場所の変更

　　　　ｄ  事業種目ごとに事業量の３０パーセントを超える変更

　　　　ｅ  事業種目に係る主要工事の内容の変更、施設の主要構造及び主要機能の変更 並びに機種等の

　　　　　変更

　　　　ｆ  費目ごとの補助対象経費の３０パーセントを超える増減

　　　　ｇ  費目ごとの補助金額の増又は補助金額の３０パーセントを超える減

　　 ( ｴ )  補助事業を中止し、又は廃止する場合は総合振興局長等の承認を受けなければならない。

　　( ｵ )  補助事業が予定期間内に完了しないことが明らかになったとき若しくは補助事業の遂行が困難

　　　 になったときは、速やかに総合振興局長等に報告してその指示を受けなければならない。

　　( ｶ )  補助金の交付の決定後における事情の変更により特別の必要が生じたときは、この決定の全部

　　　 若しくは一部を取消し、又はこの決定の内容若しくはこれに附した条件を変更することがある。

　　( ｷ )  補助事業に係る建設工事の完成又は機械器具の導入が完了したときは、速やかに竣功届（特定
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　　　 地域事務等の取扱い別記様式第４号）を総合振興局長等に提出しなければならない。

　　( ｸ )  補助事業が完了したとき（廃止の承認を受けたときを含む。）は、速やかに補助事業等実績報告

　　　書を総合振興局長等に提出しなければならない。

　　( ｹ )  次の各号のいずれかに該当するときは、この補助金の交付の決定の全部又は一部を取り消し、　 

　　　当 該取消しに係る部分に関し、既に交付された補助金があるときは、その返還を命ずることがある。

　　　補助金の額の確定があった後においても、また同様とする。

　　　ａ  この補助金を他の用途に使用したとき。

　　　ｂ  補助事業の執行に関し、この補助金の交付の決定の内容又はこれに付した条件その他法令又は

　　　　これに基づく総合振興局長等の処分に違反したとき。

　　　ｃ  虚偽の申請その他不正な行為があったとき。

　　( ｺ )  補助金の返還を命ぜられ、これを納期日までに納付しなかったときは、納期日の翌日から納付

　　　の日までの日数に応じ、その未納付額（その一部を納付した場合におけるその後の期間については、

　　　その納付金額を控除した額）につき年 10.95 パーセントの割合で計算した違約延滞金を道に納付

　　　しなければならない。

　　( ｻ )  補助事業によって取得し、又は効用の増加した財産を善良な管理者の注意をもって管理すると

　　　ともに、補助金交付の目的に従って使用し、その効率的な運用を図らなければならない。

　　( ｼ )  前号の財産（特定地域交付要綱第 11 に規定するものに限る。）は、減価償却資産の耐用年数等

　　　に関する省令（昭和 40 年大蔵省令第 15 号。以下「大蔵省令」という。）に定められている耐用年

　　　数に相当する期間（大蔵省令に定めのない財産については、農林水産省が別に定める期間内）に

　　　おいて、総合振興局長等の承認を受けないで、補助金等の交付の目的に反して使用し、譲渡し、　

　　　交換し、貸し付け、又は担保に供してはならない。ただし、補助事業を行うに当たって、補助対

　　　象物件を担保に供し、自己資金の全部又は一部を国が行っている制度融資から融資を受ける場合

　　　であって、かつ、その内容（金融機関名、制度融資名、融資を受けようとする金額、償還年数、　

　　　その他必要な事項）が補助金等交付申請書に記載してある場合は、この限りではない。

　　( ｽ )  前号の総合振興局長等の承認を得て財産を処分したことにより収入があったときは、当該収入

　　　の全部又は一部を道に納付させることがある。

　　 ( ｾ )  この補助金に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を備え、かつ当該収入及び支出についての

　　　証拠書類を補助事業の終了の翌年度から起算して５ヶ年間整備保管しなければならない。ただし、

　　　補助事業により取得し、又は効用の増加した財産で、処分制限期間を経過しない場合においては、

　　　別記第２号様式の財産管理台        帳及びその他関係書類を整備保管しなければならない。

　　( ｿ )  前号の財産が、天災その他の事故によりき損又は滅失したときは、速やかに総合振興局長等に

　　　報告し、その指示を受けなければならない。

　　イ 　 (2) のイのただし書きにより交付の申請を行った補助事業者に対しては、アの条件に次に掲げる

　　　条件を追加して、交付の決定を行うものとする。

　　 ( ｱ )  アの ( ｸ ) の実績報告書を提出するに当たって、当該補助金に係る仕入れに係る消費税等相当額

　　　が明らかになった場合には、これを補助金額から減額して報告しなければならない。

　　( ｲ )  アの ( ｸ ) の実績報告書を提出した後において、消費税及び地方消費税の申告により当該補助金

　　　に係る仕入れに係る消費税等相当額が確定したときには、その金額（( ｱ ) の条件のより減額した場

　　　合については、その金額が減じた額を上回る部分の金額）を別記第３号様式の仕入れに係る消費

　　　税等相当額報告書により速やかに総合振興局長等に報告するとともに、総合振興局長等の返還命

　　　令を受けてこれを返還しなければならない。

         　 また、当該補助金に係る仕入れに係る消費税等相当額が明らかにならない場合又は当該補助金に
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　　　係る仕入れに係る消費税等相当額がない場合であっても、その        状況等について、当該補助金の

　　　額の確定のあった日の翌年の６月 10 日までに、同        様式により総合振興局長等に報告しなけれ

　　　ばならない。

　　ウ　総合振興局長等は、前項の規定による返還命令をしようとするときは、あらかじめ、別記第３

　　　号様式の仕入れに係る消費税等相当額報告書の写しを添えて農政部長に報告し、その指示を受け

　　　なければならない。

　　　　また、当該補助金に係る仕入れに係る消費税等相当額が明らかにならない場合又は当該補助金

　　　に係る仕入れに係る消費税等相当額がない場合の状況等について報告あったときは、６月 20 日ま

　　　でに農政部長に報告しなければならない。

　　エ　市町村長は、事業実施主体が市町村以外の場合にあっては、補助金の交付決定に当たり、アの

　　　条件のほか次の条件を付けるものとする。

　　　　なお、この場合において、(2) のイのただし書きにより交付の申請を行った事業実施主体に対し

　　　ては、上記イに掲げる条件と同一の条件を加えるものとする。ただ し、これらの場合においては、

　　　「総合振興局長等」とあるのを「市町村長」と読み       替えるものとする。

　　 ( ｱ )  補助事業を遂行するため、売買、請負その他の契約をする場合は、一般の競争に付さなければ

　　　ならない。ただし、補助事業の運営上、一般の競争に付することが困難又は不適当である場合は、

　　　指名競争に付し、又は随意契約をすることができるものとする。

　　( ｲ )  前号により契約をしようとする場合は、当該契約に係る一般の競争、指名競争又は随意契約（以

　　　下、「競争入札等」という。）に参加しようとする者に対し、別記第８号様式による指名停止に関

　　　する申立書の提出を求め、当該申立書の提出のない者については、競争入札等に参加させてはな

　　　らない。

　(4) 事業計画の変更等

　　ア　市町村長が規則第６条の補助金交付の決定の通知を受けたのち、(3) のアの ( ｲ ) 及び ( ｳ ) に規定

　　　する補助事業の内容等の変更を行おうとするときは、当該市町村は農政第 21 号様式の補助事業等

　　　変更承認申請書に (2) のアに掲げる関係書類を添えて総合振興局長等に提出し、その承認を受けな

　　　ければならない。

　　イ　市町村長は、(3) のアの ( ｴ ) 及び ( ｵ ) の事由が発生したとき若しくはその発生が見込まれるとき

　　　には、速やかに農政第 23 号様式の補助事業等中止（廃止）承認申請書又は農政第 24 号様式の補

　　　助事業等執行遅延（不能）報告書を総合振興局長等に提出      し、その指示を受けなければならない。

　　ウ　総合振興局長等は、(3) のアの ( ｵ ) の指示をしようとするときは、あらかじめ、前項の写しを添

　　　えて農政部長に提出し、その指示を受けなければならない。

　　 (5) 補助金の概算払

　　ア　市町村長が、規則第９条第２項の規定の基づいて補助金の概算払の申請をしようとするときは、

　　　農政第 25 号様式の補助金等概算払申請書を総合振興局長等に提出し      なければならない。

    　イ　総合振興局長等は、アの申請書を受理したときは、その内容を審査し、概算払をする必要があ

　　　ると認めたときは、当該概算払を決定し、その旨を当該市町村長に通知するものとする。

  (6) 事業実施状況報告等

   　 ア　 市町村長は、補助金の交付の決定があった年度の各四半期（第４・四半期を除く。）の末日現在

　　　における補助事業の実施に関して、別記第４号様式の補助事業実施状況報告書を作成し、当該四

　　　半期の最終月の翌月の 20 日までに総合振興局長等に提出しなければならない。

    　イ　総合振興局長等は、アの報告書を受理したときは、その写しを速やかに農政部長 に提出しなけ

　　　ればならない。
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　　 (7) 工事完成届等

　　ア　市町村長は、当該事業に係る建設工事の完成又は機械器具の導入が完了したときには、竣功届（特

　　　定地域事務等の取扱い別記様式第４号）を速やかに総合振興局長等に提出しなければならない。

　　イ　総合振興局長等は、アの竣功届を受理したときは、あらかじめ指定した職員をして当該工事等

　　　を検査させ当該職員に別記第５号様式の補助事業検査調書を作成させるものとする。ただし、当

　　　該市町村の職員の作成した検査調書をもって確認できる場合は、この限りでない。

　 (8) 実績報告書

　　ア　市町村長は、補助事業を完了したとき（廃止の承認を受けたときを含む。）は、 農政第 28 号様

　　　式の補助事業等実績報告書に、次に掲げる関係書類を添えて、速やかに総合振興局長等に提出し

　　　なければならない。

　　　 ( ｱ )  補助金等精算書（農政第 29 号様式）

　　　 ( ｲ )  事業精算書（農政第 31 号様式）

　　　 ( ｳ )  アイヌ農林漁業対策事業計画（実績）書（農政第 62 号様式）

　　イ　総合振興局長等は、アの実績報告書を受理したときは、規則第 15 条の規定の基づき補助金の額

　　　を確定し、当該市町村長に通知するものとする。

　　ウ　総合振興局長等は、イの補助金の額を確定したときは、当該補助金に係る交付状況を取りまとめ、

　　　別記第６号様式の補助金交付状況報告書にアの実績報告書等の写しを添えて、速やかに農政部長

　　　に報告しなければならない。

８　事業実施後の措置

　(1) 施設等の管理

　　　事業実施主体は、事業により整備した農用地、農林漁業経営近代化施設等（以下「施設等」という。）

　　の管理が当該事業の趣旨に即して適正に行われるよう努めるものとする。

　　ア　管理方法

　　　　事業実施主体は、施設等の管理状況を明確にするため、別記第２号様式の財産管 理台帳を備え

　　　置くものとする。

　　イ　財産処分

　　 ( ｱ )　事業実施主体は、施設等について、大蔵省令に規定する耐用年数に相当する期間内に当初の交

　　　付目的に即した利用が期待し得ないことが明らかになり、補助金等に係る予算の執行の適正化　

　　　に関する法律（昭和 30 年法律第 179 号）第 22 条に基づく財産処分として、当該施設等を当該交

　　　付金の交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付けし、又は担保に供しようとすると

　　　きは、補助事業等により取得し、又は効用の増加した財産の処分等の承認基準について（平成 20

　　　年５月 23 日付け 20 経第 385 号農林水産省大臣官房経理課長通知。以下「承認基準」という。）の

　　　定めるところにより、総合振興局長等の承認を受けなければならない。

　　 ( ｲ )　総合振興局長等は、前項の内容を承認するときは、承認基準の定めるところにより、その必要

　　　性を検討するとともに、申請書の写しを添えて、あらかじめ、農政部長に協議するものとする。

　　ウ　災害の報告

　　 ( ｱ )　事業実施主体は、施設等について、処分制限期間内に天災その他の災害を受けたときは、直ち

　　　に災害報告（特定地域事務等の取扱い別記様式第５号）を、総合振興局長等に報告するものとする。

　　( ｲ )　総合振興局長等は、前項の報告を受けたときは、当該施設等の被害状況を調査確認し、遅滞なく、

　　　調査の概要、対応措置等を記載した報告書を作成の上、農政部長に報告するものとする。

　　エ　増築等の届出
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　　( ｱ )　事業実施主体は、施設等の移転、更新又は生産能力、利用規模若しくは利用方法等に影響を及

　　　ぼすと認められる変更を伴う増築、模様替え等を当該施設等の処分制限期間内に行うときは、あ

　　　らかじめ、増築（模様替え、移転、更新等）届（特定地域事務等の取扱い別記様式第６号）を、　

　　総合振興局長等に届け出るものとする。

　　( ｲ )　総合振興局長等は、前項による届出があった場合は、当該必要性を検討するとともに、速やか

　　　に農政部長に報告し、必要に応じその指示を受けるものとする。

　　オ　財産処分等の手続

　　 ( ｱ )　事業実施主体（市町村が事業主体である場合を除く。）は、イからエの規定に基づき報告を行

　　　う場合は、市町村長を経由するものとする。

　　( ｲ )　市町村長は、前項の規定に基づき報告があった場合は、必要な指導及び調整等を行い総合振興

　　　局長等に提出するものとする。

　(2) 事業完了報告

　　ア  市町村長は、本事業が完了したときは、別記第７号様式の事業完了報告書により事業が完了した

　　　翌年度の４月末日までに総合振興局長等に提出するものとする。

    イ  総合振興局長等は、アの報告書を受理したときは、その写しを速やかに農政部長に提出しなければ

　　　らない。

　(3) 目標の到達状況報告    

　　ア　計画主体は、事業実施年度の翌年度から目標年度までの間、各年度ごとに目標の達成状況を調

　　　査し、その結果を調査年度の翌年度の４月末日までに総合振興局長等に報告するものとする。

　　イ　総合振興局長等は、アの計画主体からの報告を受けた場合には、その内容を点検し、目標の到

　　　達状況が立ち後れていると判断した場合等は、当該計画主体等に対して適切な措置を講じるもの

　　とする。

　　ウ　総合振興局長等は、アの計画主体からの報告を取りまとめ、調査年度の翌年度の５月 10 日まで

　　　に農政部長に提出するものとする。

　(4) 事業の評価

　　ア　計画主体は、目標年度までの各年度における目標の到達状況に基づき事業評価を行い、その結

　　　果の報告は、目標年度の翌年度の５月末日までに総合振興局長等に報告するものとする。

　イ　総合振興局長等は、アの計画主体からの報告を受けた場合には、その内容を点検評価し、その結

　　　果を目標年度の翌年度の６月末までに農政部長に報告するとともに、必要に応じ当該評価結果を

　　　踏まえ、計画主体等を指導するものとする。

　 (5) 環境と調和のとれた農業生産活動の促進　

　　　 事業実施主体は、「環境と調和のとれた農業生産活動規範について」（平成 17 年３月 31 日付け 16

　　生産第 8377 号農林水産省生産局長通知）に基づき、原則として、目標の到達状況の報告期間中に１

　　回以上、整備した施設等を利用する農家から、点検シートの提出を受け、点検を実施した旨を確認

　　するものとする。ただし、施設等を利用する農家が不特定多数である等、点検シートの提出を受け

　　る農家の特定が困難な場合は、この限りでない。

９　その他

　この事業実施要領に定めるもののほか、本事業の実施に関し必要な事項は、特定地域  実施要綱、特定

地域実施要領、特定地域交付要綱、特定地域事務等の取扱い及び特定地  域経営支援対策事業における費

用対効果分析の実施について（平成 23 年４月１日付け 22  経営第 7202 号農林水産省経営局長通知）の

定めによるものとする。
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⑫ 平成 27 年度アイヌ住宅改良促進事業費補助金交付要綱

（通則）

第１　アイヌ住宅改良促進事業費補助金（以下「補助金」という。）については、予算の範囲内において

交付するものとし、北海道補助金等交付規則（昭和 47 年北海道規則第 34 号）の規定に定めるもののほか、

この交付要綱に定めるところによる。

（目的）

第２　この補助金は、生活環境等の整備が遅れている市町村におけるアイヌの人たちの居住地域の環境

の整備改善を図るため、当該地域に係るアイヌの人たちが自ら居住する住宅の新築若しくは改修又は住

宅の用に供する土地の取得のために市町村が行う住宅新築資金、住宅改修資金又は宅地取得資金の貸付

事業に必要な経費の一部に充てるために道が助成することにより、アイヌの人たちの生活環境などの改

善を図ることを目的とする。

（補助対象事業）

第３　補助金の交付の対象となる事業は、国の「アイヌ住宅資金等貸付事業制度要綱」（昭和 50 年 11

月４日付け建設省住整発第 34 号建設省住宅局長通知）及び道の「アイヌ住宅改良促進事業実施要綱」（平

成 22 年４月１日施行）に定める貸付事業を交付の対象とする。ただし、既に貸付を行っている資金も含

めた貸付事業の累計の収支見込みが黒字になる市町村の貸付事業は交付の対象としない。

（補助金の算定及び補助率等）

第４　この補助金の交付額は、次により算出するものとする。ただし、補助対象貸付額、補助基本額及

び補助金等交付申請（精算）額に 1,000 円未満の端数がある場合には、これを切り捨てるものとする。

(1)　算出は貸付者ごとに次の貸付種別ごとの貸付限度額と補助対象貸付額とを比較して少ない方の　　

額を補助基本額として算定する。

ア　住宅新築資金の貸付限度額は、30 万円以上 760 万円以下（ただし、住宅新築又は住宅購入に係る１

平方メートル当たりの単価に 75 平方メートルを乗じて得た額を超えない額）とする。

イ　住宅改修資金の貸付限度額は、３万円以上 480 万円以下とする。

ウ　宅地取得資金の貸付限度額は 30 万円以上 590 万円以下（ただし、宅地取得に係る１平方メートル

当たりの単価に 300 平方メートルを乗じて得た額を超えない額）とする。

(2)　補助率は 4 分の 1 以内とし、補助金の額は (1) により算定された合計額に 4 分の 1 を乗じて得た額

の範囲内とする。

（補助金の交付の条件）

第５　この補助金は、補助指令書（「補助金等に係る標準様式の設定について（昭和 47 年 9 月 20 日付

け局総第 453 号副出納長通達）第１号様式」）に定める交付の条件のほか、次の条件を付すものとする。

(1)　補助事業の内容を変更するときは、知事の承認を受けなければなりません。ただし、補助金額に変

更を生じないものであるときは、この限りではありません。

(2)　貸付事業に係る経理は、特別会計を設置する等によりそれぞれ明確にしなければなりません。　   

特に、借受人からの償還金は償還台帳等を作成し管理するものとします。

(3)　補助金と事業に係る歳入歳出予算における予算科目別の予算金額を明らかにした調書を作成してお

かなければなりません。
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(4)　補助金に係る予算及び決算との関係を明らかにした書類を備えるとともに、事業に係る歳入及び歳

出（収入及び支出）に関する証拠書類を整備し、かつ、これを補助事業の完了の日の属する年度の終了

後５年間保存しておかなければなりません。

（交付申請手続）

第６　この補助金の交付を受けようとする市町村は、知事に対し、環生第１号様式（昭和 49 年北海道告

示第 807 号に定める様式をいう。以下の各環生様式において同じ。）の補助金等交付申請書に環生第２号

様式、環生第 18 号様式、環生第 20 号様式、環生第 65 号様式及び別に指示する様式を添付したものを

１部作成して、別に指定する日までに知事に提出するものとする。

（変更申請手続）

第７　この補助金の交付の決定を受けた市町村は、補助金の交付の内容を変更しようとするときは、環

生第 21 号様式の補助事業等変更承認申請書を提出し、あらかじめ知事の承認を受けなければならない。

（実績報告手続）

第８　この補助金の実績報告書は、環生第 28 号様式の補助事業等実績報告書に環生第２号様式、環生

第 29 号様式、環生第 31 号様式、環生第 65 号様式、完了検査書の写し及び別に指示する様式、図面等

を添付したものを１部作成して、補助事業完了の日から起算して１か月を経過した日又は平成 28 年３月

18 日のいずれか早い日までに知事に提出するものとする。

（補助金の返納）

第９　知事は、この補助金の交付を受けた市町村が貸付事業を廃止した場合において、当該市町村に対

し補助金を返納させることが適当なときは、当該貸付事業が廃止されるまでの毎年度の当該貸付事業に

係る補助金の合計額を限度として知事が定める額を道に納付させることができる。
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５、関係団体等の紹介

① 公益財団法人アイヌ文化振興・研究推進機構

北海道から国への新法制定要望
アイヌ新法の制定について、社団法人北海道ウタリ協会の要望を受けて、国へ要請。

昭和 59 年 7 月 社団法人北海道ウタリ協会から北海道知事及び北海道議会に対して「アイヌ民族に関す

る法律」の実現について陳情。 

昭和 63 年 8 月 北海道、北海道議会及び社団法人北海道ウタリ協会の三者により「アイヌ民族に関する

法律」の制定について国に要望。  

国における検討の状況

国では、北海道などの要望を受けて、検討に着手。

「ウタリ対策のあり方に関する有識者懇談会」報告書に基づき、立法措置を含む新たな施策の具体化（実施）

を検討。

平成元年 12 月 アイヌ新法問題検討委員会（関係省庁の課長クラスで構成）を設置。 

平成 7 年 3 月 「ウタリ対策のあり方に関する有識者懇談会」（内閣官房長官の私的懇談会）を設置。 

平成 8 年 4 月 「ウタリ対策のあり方に関する有識者懇談会」から報告書提出。 

懇談会報告書の概要
【基本理念】

・アイヌの人々の民族的な誇りが尊重される社会の実現と国民文化の一層の発展

【施策の柱】

・アイヌに関する総合的かつ実践的な研究の推進

・アイヌ語をも含むアイヌ文化の振興

・伝統的生活空間の再生

・理解の促進

【事業の推進母体】

・アイヌ文化振興・研究推進機構（仮称）の設置

【新しい施策の実施】

・新たな立法措置による施策の実施

平成 8 年 5 月 「アイヌ関連施策関係省庁連絡会議」を設置し、懇談会報告書に基づく立法措置を含む新

たな施策の実現に向けた検討実施を確認。 

法律の公布、施行
平成 9 年 5 月 「アイヌ文化の振興並びにアイヌの伝統等に関する知識の普及及び啓発に関する法律」が、

5 月 14 日に公布。 

平成 9 年 7 月 「アイヌ文化の振興並びにアイヌの伝統等に関する知識の普及及び啓発に関する法律」が、

7 月 1 日に施行。 

財団の設立、指定
平成 9 年 6 月 北海道が設立準備し、主務省庁である北海道開発庁（現国土交通省）及び文部省（現文部

科学省）から、6 月 27 日民法第 34 条に基づく公益法人として設立許可を受ける。同年 7 月 1 日、北海
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道札幌市内に事務所を、9 月 13 日には東京都内にアイヌ文化交流センターを開設し、事業を開始。 

平成 9 年 11 月 「アイヌ文化の振興並びにアイヌの伝統等に関する知識の普及及び啓発に関する法律」

に基づき、同法に規定された業務を行う全国を通じて唯一の法人として、11 月 26 日主務省庁である北

海道開発庁（現国土交通省）及び文部省（現文部科学省）から指定。

（詳細は、公益財団法人アイヌ文化振興・研究推進機構のホームページ参照）

② 一般財団法人アイヌ民族博物館

　アイヌ民族博物館は、アイヌ文化の伝承・保存、並びに調査・研究、教育普及事業を総合的に行う社

会教育施設として、1976 年、財団法人白老民族文化伝承保存財団として設立され、1984 年には、アイ

ヌの有形・無形文化を展示し、さらに学術的に調査・研究を行う施設としてアイヌ民族博物館を並置・

開館させ、1990 年に「財団法人アイヌ民族博物館」に改称、2013 年に公益法人制度改革により「一般

財団法人アイヌ民族博物館」へ移行しています。  

　野外博物館の性格をもつ園内は、近代ゾーンとコタンゾーンに分かれ、コタンゾーンにはかつてのア

イヌの住家であったチセや、プ（食料庫）、ヘペレセッ（子グマの飼養檻）、チプ（丸木舟）などを復元・

展示して、アイヌのコタン（集落）を再現し、チセにおいては、アイヌの歴史と文化についての解説、

並びにアイヌ古式舞踊の公開を常時行っています。 

　博物館では、アイヌ民族資料 5,000 点、ニヴフ、ウイルタ、サミ、イヌイトといった北方少数民族資

料約 250 点を収蔵し、そのうち 800 点を常設展示しています。また、関連資料として、アイヌ絵・文書

約 150 点、図書約 7,500 冊を所蔵しています。 

　文化伝承・保存事業として、イオマンテ（クマの霊送り）、イワクテ（物の霊送り）、チプサンケ（舟

降ろしの儀式）、シンヌラッパ（先祖供養）といったアイヌ伝統儀礼を実施しています。 

　また、伝統工芸の機織りやキナ（ゴザ）編み、民族衣服の製作、アイヌ文様の刺繍なども常時実施・

公開していますが、さらに、アイヌ文化を単に見るだけでなく、実際に触れていただくために、ムック

リ製作、アイヌ文様刺繍・彫刻、伝統料理試食などの体験学習を行っています。

（詳細は、一般財団法人アイヌ民族博物館のホームページ参照）

③ 公益社団法人　北海道アイヌ協会

　公益社団法人北海道アイヌ協会（以下「協会」という）は、北海道に居住しているアイヌ民族を主な

構成員として組織し、「先住民族アイヌの尊厳を確立するため、人種・民族に基づくあらゆる障壁を克服し、

その社会的地位の向上と文化の保存・伝承及び発展に寄与すること」を目的とする団体です。

（詳細は、一公益社団法人北海道アイヌ協会のホームページ参照）。
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